
メーカ協力による一部路線での共
同輸送開始

共同輸配送実施のための課題
抽出と整理による共同輸送の
ためのノウハウ整備

実施主体による対象ルート
の拡大

－
競合各社の協力による社
会ニーズへの対応（環境維
持など）

共同輸送時の運用のしくみ 3-1
共同輸送（電機業
界）プロジェクト

陸上、海上における共同輸送可能
なルートの抽出と一部ルートの共
同輸送の開始

共同輸配送実施のための課題
抽出と整理による共同輸送の
ためのノウハウ整備

実施主体による今回構築
した枠組みによる継続的活
動

－
競合各社の協力による社
会ニーズへの対応（環境維
持など）

共同輸送時の運用のしくみ 3-2
共同輸送（自動車業

界）プロジェクト

物流拠点作業改善サービスのパ
イロット導入

RFID（アクティブ型、パッシブ
型）、バーコード、GPSを組み合
わせた、貨物の動態情報を物
流関係者で共有するシステム
を構築

他の港湾、物流事業者へ
の横展開

物流帳票のための標準規
格がISOで審議中

マーケット変化に対し、迅
速・柔軟に対応し、ムダ回
避に寄与する物流サービ
ス・技術の確立

○国際物流における貨物
動静情報の共有基盤構築
○完成車物流情報基盤（ｲ
ﾝﾌﾗ）の構築

3-3 完成車物流(RFID)

施策名

低公害車の購入支
援の拡充

パーソナルモビリティ
の導入

環境対応車を活用し
たまちづくりに関する
実証実験（超小型モ
ビリティ実証実験）

エネルギーITS推進
事業

エコドライブ評価
データを活用した新
たな交通サービス施

策の検討

①パーソナルモビリティ
・実導入に向けて、私有地
での実証実験から、公道で
の実証実験への発展が必
要

②ワンマイルモビリティ
・中心市街地でのポート数
の拡大及び、ビジネスモデ
ルの検証

－
各種モビリティ導入による
多様な移動手段の確保

各種モビリティに対応する
道路空間の再構築とパー
ソナルモビリティに対する
社会的受容性の構築

①パーソナルモビリティ
・各種実験を通して多くの市民
モニターへのＰＲや、社会的受
容性の構築が図られた

②ワンマイルモビリティ
・環境に配慮し、端末交通と連
携した多様な移動手段の確保

２－６参照

【自動運転・隊列走行の研究開
発】

低エネルギー消費・高度安全
輸送システムの実証とそれを
実現する要素技術の機能・信
頼性の検証

【国際的に信頼される効果評価
方法の確立】

国際合意を得た信頼性のある
二酸化炭素削減効果の評価手
法の確立

【自動運転・隊列走行の技
術開発】

○開発技術の早期実用化
・技術の切り出しによる部
分的実用化
・安全性・信頼性の確保

○技術以外の課題克服
・物流事業者等への理解
促進
・隊列走行の事業形態（運
用モデル）の提示
・ドライバ受容性評価
・ドライバ主権・ドライバ責
任の考え方整理

【国際的に信頼される効果
評価方法の確立】

○評価手法の利活用
・一般ドライバーの運転行
動変容を促す情報提供や
取り組みの推進
・二国間オフセットクレジッ
ト制度などへの活用

○評価手法のグローバル
展開
・手法の高度化と、ITS世界
会議などでの展開・普及

【自動運転・隊列走行の技
術開発】

世界トップレベル（特に実
用化に向けた安全性・信頼
性）

【国際的に信頼される効果
評価方法の確立】

世界トップレベル（世界トッ
プレベルの研究者との協
働）

【自動運転・隊列走行の技
術開発】

開発した要素技術を用いた
高度運転支援システム、車
車間通信を用いたＡＣＣ（Ｃ
ＡＣＣ）、隊列走行等の実現
による、省エネ、交通流改
善、安全性向上、ドライ
バーの負荷軽減等

【国際的に信頼される効果
評価方法の確立】

二酸化炭素削減量の定量
評価結果を用いた、より効
率的なITS施策の適用・運
用促進

２－６参照 ２－６参照 ２－６参照 ２－６参照 ２－６参照

【自動運転・隊列走行の研究開
発】

○要素技術の開発完了
○各要素技術の機能・信頼性の
検証完了
○隊列走行（時速80㎞で車間距離
4mでの4台隊列走行）の実証実験
完了
○ＣＡＣＣの実証実験完了

【国際的に信頼される効果評価方
法の確立】

○効果評価手法の要件の確立と
国際合意完了
○合意された手法に基づく効果評
価ツール構築完了
○国際交通データベース構築完
了
○国際合意事項を取りまとめた技
術報告書の発行完了

24年度末の達成状況

①パーソナルモビリティ
・中心市街地にて社会実験実施
・交通安全学習センターの模擬市
街地での社会実験実施

②ワンマイルモビリティ
・小型電気自動車と電動機付き自
転車のシェアリングポートの設置
（４ヶ所）と運用実証（民間との共
働で実施）

超小型モビリティをを防犯・
福祉・観光などに活用する
ことにより、様々な地域課
題の解決につなげる

○地域･観光等の移動手段への活
用に関する実験実施（山手元町エ
リア、横浜都心エリア）
○青色防犯パトロールへの活用に
関する実験実施
○訪問診療等への活用に関する
実験実施
○子育て世代の家庭へのモニター
体験実施

○低炭素な移動手段である超
小型モビリティ（電動車両）活用
実験の実施（有用性、課題、展
開可能性の把握等）

○今後の展開に向けた超小型
モビリティに関する認知度の向
上

など

○超小型モビリティに関す
る法制度等の確立

○充電インフラの整備

諸外国では、超小型モビリ
ティに関する法制度等が確
立し、充電インフラの整備
が進んでいる都市もある
が、日本では法制度等が
確立されておらず、モビリ
ティメーカー等の技術開
発･実証実験の段階

【自動運転・隊列走行の技
術開発】

新しい道路交通システム導
入に係る法規や制度の変
更、社会受容性の確保

【国際的に信頼される効果
評価方法の確立】

低炭素交通社会実現のた
めの運転者個人や企業の
行動変容

社会に何が還元されるか
（実現した時の世の中に対

するインパクト）
本施策の成果

今後の課題
（実用化までのステップが
必要な場合はその内容）

国際的な技術レベルとの
比較

○次世代車両の率先導入によ
る低炭素交通社会の実現に寄
与

○次世代自動車購入補助金継
続実施
　（H22～H25.2補助実績：199
台）

－ －
次世代車両の率先導入に
よる低炭素交通社会の実
現に寄与

施策
番号

社会システム改革の内容

2-26

2-27

2-6

○新たなモビリティの確立
○ITSを活用することにより
効率的なシェアリング事業
が可能となる
○公共交通との組み合わ
せによる利便性の向上

○次世代自動車（PHV・EV・超小
型EV）の購入費支援

○次世代自動車購入者には、充
電設備の上乗せ補助を実施
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2-28

4-1

普及促進のための補助金
制度の継続（車両・充電施
設）



5-1

青森みち情報

（開発：H19
維持管理：H20～）

H24

開発：4

維持
管理

（年間）
：2

ＮＰO

提供：青森県幹
線道路協議会

運営：ＮＰＯ法人
青森ＩＴＳクラブ

国土交通省 －
積雪寒冷地域における安
全・安心できる交通情報の
提供

道路利用者等への通行規制
情報やライブカメラ画像、冬道
情報など、青森県内の道路状
況の情報提供

5-2 あおもり防災情報 H24 10
あおもり
ITS推進
研究会

NPO法人
青森ITSクラブ

国土交通省 －
積雪寒冷地域における安
全・安心できる防災情報の
提供

各機関から情報提供されてい
る防災情報の一元化

H23

(75)

2-4
ITS基盤
情報シ

ステムと
共有

H24

(87)

2-4
ITS基盤
情報シ

ステムと
共有

5-4
エネルギーマネジメ
ントとしてのＩＴＳの活
用

H24 -
民間

事業者
（横浜市）

民間事業者 経済産業省 －
地域全体でのエネルギー
消費のピークカット、ピーク
シフト

EVを蓄電池としてエネルギー
マネージメントに活用した場合
の環境性、受容性、経済性の
検証

緊急時
災害時

5-5
災害時等における交
通情報を考慮した

ルート案内システム
H24 - 豊田市

豊田市
民間企業

データベースの
管理

（国土交通省）
－

○情報の入力方法
○広域に渡る各種情報の
管理
○膨大な管理費用

自治体情報センターにて広域
的な各種情報の一元化をリア
ルタイムに行い、TDMSのルー
ト案内システムを活用した、避
難所・帰宅への最適なルート
案内システムの構築を図る。

平常時 5-6
イベント情報等を考
慮したルート案内シ

ステム
H24 - 豊田市

豊田市
民間企業

データベースの
管理

（国土交通省）
－

○情報の入力方法
○広域に渡る各種情報の
管理
○膨大な管理費用

緊急時に使用するシステムを
活用し、みちナビとよたのイベ
ント情報等を考慮したルート案
内システムの構築を図る。

H22 -

H23 -

H24 -

5 －

－

表4-7　社会還元加速プロジェクト 情報通信技術を用いた安全で効率的な道路

当初の課題 施策開始時の当初目標
施策
番号

施策名No 分野 方策

－

国道6号・16号の幹線道路
を中心とした慢性的な交通
渋滞の発生
短時間に集中する交通へ
の対応
観光資源の周遊を阻害す
る交通渋滞の発生や公共
交通網の不足

交通情報（プローブ情報，トラ
カンデータ，デマンドバス情
報，コミュニティサイクル等）を
統合し，交通情報の可視化，
道路交通課題の解決策の検
討・事前評価・実践・事後評価
を行う。これにより，交通渋滞
やそれに伴うCO2排出等の環

境負荷問題といった地域特有
の課題解決を図る。

マネジメ
ント
機関

実施機関
各府省との連携

（組織名）
自治体との連携

（組織名）
事業期間・

予算（百万円）

　 交通システムの実現 施策実施状況（７／７）

－ 5-7
交通事故死ゼロへ

の取組み
豊田市

豊田市
豊田警察

トヨタ自動車

社会資本整備
総合交付金

（国土交通省）
－

①細街路における路側機
設置等、インフラ整備
②安全支援システム装備
車両への補助制度の創出

クルマ・インフラ・人の三位一
体の取組みにより、交通事故
死ゼロを目指す。

5-3
ＩＴＳ地域情報セン

ター

柏ITS
推進

協議会

柏ITS推進協議
会

国土交通省
千葉国道事務所

千葉県警
JARTIC

VICSセンター
バス事業者
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平成19年度から運用中
インターネットにより青森県内
の道路情報の提供

効率的な管理運営 －

○道路利用者をはじめとす
る不特定多数の閲覧者に
対し、通行規制情報やライ
ブカメラ画像、積雪状況、
気温など、青森県内の道
路状況を迅速に情報提供

○道路利用者等へ利便性
を提供することで社会に還
元

一元的に道路情報を扱う
サイトとして運用が開始さ
れたことにより、同一のサ
イトから各道路管理者の提
供する情報にアクセスでき
るようになり、道路利用者
等への利便性が向上

5-1

青森みち情報

（開発：H19
維持管理：H20～）

○プラットフォームの構築の達成

○運営・管理面及び情報の集約及
び提供するための課題の整理

情報一元化のためのプラット
フォームの構築

○効率的な管理運営

○各機関の独自情報の集
約化と情報発信のための
コーディネート

○情報源の信頼性の確保

－

災害発生時における通過
可能道路区間情報や公共
交通機関の運行情報な
ど、移動に必要な情報を集
約及び一元管理することに
よって、避難誘導支援や復
旧復興支援の円滑化

災害発生時に必要とされる
道路交通情報を、都道府
県単位で情報の集約と一
元管理できるプラットフォー
ムを構築することによっ
て、避難誘導支援や復旧
復興支援の迅速化が可能

5-2 あおもり防災情報

ITS情報センターの骨格となるITS
基盤情報システムの個別技術の
確立。

個別技術の結合による生活交通
情報配信のためのプレ実験システ
ムの構築。

システム連係試験、CEMS（地域エ
ネルギーマネジメントシステム）等
との接続試験及びプレ実証を実施

EVを蓄電池として活用すること
の有用性を確認できた

システム導入・活用の為に
は、規制・規格等の整備・
制度改定が必要

１）V2H/Gに対する系統連
系規定、内線規定の整備

２）ピークカット貢献に対す
るインセンティブ制度
①太陽光発電自家消費へ
のインセンティブ②蓄電電
力の買取制度③DRに対す
るユーザへのリベート制度
の導入　等

他国ではV2Hは構想段階
であり、市販されているの
は日本だけである。更に
CEMSとの情報通信によ
る、地域エネルギーマネジ
メントの実証実験を行って
いることは国際的にも先取
的である。

EVを蓄電池として活用し、
地域全体として効率的なエ
ネルギーマネジメントをす
ることにより、系統電力の
ピークカット、ピークシフト
に寄与する

－ 5-4
エネルギーマネジメ
ントとしてのＩＴＳの活
用

災害時移動支援情報ポータルサ
イトのテスト版作成（非公開）

災害時と平常時の両方に対応
することで、普段（平常時）から
防災情報が見られるモデルの
構築

○情報の信ぴょう性と即時
性の確保
○安価に利用できるプロー
ブ情報の入手・確保
○情報の収集・入力・出力
のシステム、職員の対応等
の検討
○国レベルでの共通フォー
マットの構築

－

広域的でリアルタイムな情
報を市民ユーザーに提供
することで、避難・誘導が
円滑になる。

広域的な各種情報の一元
化による高度でリアルタイ
ムな情報提供

5-5
災害時等における交
通情報を考慮した

ルート案内システム

平常時移動支援情報ポータルサ
イトのテスト版作成（非公開）

災害時と平常時の両方に対応
することで、普段（平常時）から
防災情報が見られるモデルの
構築

平常時からサイトへの興
味・関心を向けさせるため
のコンテンツ等改善（スマ
ホ版の導入等）

－

緊急時に使用するシステ
ムを活用して、イベント等
の観光情報を合わせた経
路案内が可能となる。

広域的な各種情報の一元
化による高度でリアルタイ
ムな情報提供

5-6
イベント情報等を考
慮したルート案内シ

ステム

交通事故死ゼロへ
の取組み

施策名

ＩＴＳ地域情報セン
ター

社会システム改革の内容
施策
番号

ITS基盤情報システムのオンラ
インでの稼動（入力から、市民
への提供まで）

本施策の成果
今後の課題

（実用化までのステップが
必要な場合はその内容）

国際的な技術レベルとの
比較

社会に何が還元されるか
（実現した時の世の中に対

するインパクト）
24年度末の達成状況

道路管理、車両の安全機
能開発、現地調査等、総合
的な視点での安全対策を
実施する体制の構築

○本実験システムの構築。
○効果検証。
○ビジネスモデルの検討。
○運営体制の構築。
○実社会への展開。

2-4　ITS基盤情報システム
を中核とした本ITS地域情
報センターのような取り組
みについて、実用化されて
いる例は他に見られないと
思われる。

<インパクト>
交通量の常時計測により，
季節，天候，曜日，の変動
による様々な交通流動が
分り，その効果的対応策の
提供が出来る。
現況だけでなく，数時間数
分後の将来予測が可能。

<ベネフィット>
市民や来訪者への効率的
で環境にやさしい移動の選
択情報の提供。CO2排出

の可視化。

官民プローブデータの積極
的な公開および統一化

○関係機関による死亡事故現場
調査と発生原因の分析
○エコドライブ車載器によるプロー
ブデータと事故多発交差点との相
関分析
○都心エリア内におけるゾーン30
の実施と効果検証
○事故ゼロを実現するための関係
者会議を定期的に開催（豊田市、
豊田警察、トヨタ自動車）
○低炭素社会モデル地区内にお
ける安全管理システムのモデル導
入
○交通安全学習センターでの児
童・高齢者への交通安全教室の
実施
○交通安全市民会議による市民
への交通安全意識の共有

官民連携の体制による、安全・
安心な交通環境の推進

－ － 安全な交通環境の整備

5-3

5-7

23



＜青森市＞ 

24 

 

5. 施策の成果 

5.1 ＩＴＳ実証実験モデル都市 

5.1.1 青森市 

 
青森市におけるこれまでの実績と今後の展開 

 

１．青森市の概況と背景 

 青森市は、本州最北、青森県のほぼ中央

に位置し、北は陸奥湾に面し、東部と南部

には東岳や八甲田連峰、西部には津軽平野、

梵珠山など雄大な自然に囲まれた人口約

30 万人、面積約 824 k㎡の中核市で、青

森の名のとおり面積の 7 割強を林野が占

め、人口 30 万人規模の都市としては世界

有数の豪雪都市である。 

 豪雪地帯は、国土の約５１％を占め、総

人口の約１５％が生活しているが、毎年の

恒常的な降積雪は、住民の生活水準の向上

や産業の発展を阻害する一因となっている。 

 青森市においては、豪雪都市という気候条件下で、ITS技術を活用することによっ

て、雪国特有のまちづくりの課題解決に取組んでいる。 

 

２．青森市の豪雪状況と交通の課題 

青森市は、行政区域全域が特別豪雪地帯に指定されており、都市づくりを進めてい

く上で、雪対策が重要な課題となっている。 

雪は、青森市民に豊かな水資源を供給する一方、毎日の除雪作業や交通渋滞（以下：

雪渋滞）を引き起こすなど、市民生活に重大な影響を与えており、この除排雪に要す

る経費は青森市の行財政コストに大きな負担となってのしかかっている。 

特に、平成 16 年度の降雪量は平成に入って最多となり、最深積雪は気象台観測史

上第 4 位の 178 ㎝を記録し、平成 23 年度は最深積雪 152 ㎝であったが除排雪経費

は過去最高を記録した。 

積雪時における市民生活の確保のために必要な道路の除排雪管理延長は約 1,350 

㎞となっており、その経費は、平成 23年度では約 35 億円、市全体の年間予算の約 3％

を占めている。 

 このような毎年の降雪に対応し、持続可能な都市づくりを進めていく上で、コンパ

クトなまちづくりと交通環境の整備が求められている。 

青森市

図 5-1 豪雪地帯の地域指定図 
（資料：国土交通省） 
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 ☆国道４号（６車線が４車線に） 

 幹線道路の交通渋滞は市民生活に大きな影響を与えている 

 
☆吹雪の中何時来るかわからないバスを待つ高齢者 

 ☆２車線でもすれ違いがやっと 

 
☆夜間に行われる除排雪作業 

図 5-2 降雪・積雪状況と除排雪経費 
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表5-1 豪雪都市青森の交通体系整備目標と課題 

交通体系整備目標 青森市の主要交通課題 

① 安全で安心できる道路交通の確保 

  ・道路除排雪、補修など道路管理の効率化 

○市道の効率的な管理 

 市内除排雪延長は約1,637㎞ 

 (国46㎞,県243㎞,市1,348㎞) 

 市道の除排雪経費 18.9億円（過去10年平均） 

 平成23年度は過去最高の約３５億円 

○頻発する道路破損に起因する事故への対応 

○災害時にも強い道路管理 

② 環境問題・高齢社会に対応した交通体系の 

構築 

  ・公共交通を中心とした交通体系の整備 
 

○生活交通としての路線バス運営 

 市営バス全48路線中38路線が赤字 

 雪渋滞などにより定時運行が困難 

○生活交通としての活用が求められている鉄道 

 新駅整備（野内、筒井、青い森ＣＰ（構想）） 

○鉄道と路線バスとの連携が皆無 

⇒新たな公共交通システムの構築が必要 

③ 地域が支える公共交通体系の構築 

  ・地域経済と連携する公共交通体系の整備 

○地域で支える公共交通の仕組みづくりが必要 

○市営バスの経営健全化 

 

３．交通体系整備目標とＩＴＳ関連事業 

（１）安全で安心できる道路交通の確保（目標①） 

 積雪地域における安全で安心できる道路交通を確保するため、道路除排雪、補修

などの道路管理の効率化を推進するＩＴＳ事業を実施している。 

 

①除排雪情報提供システム（Ｈ１７年度～） 

 除排雪情報提供システムは、除雪車両等

にＧＰＳ車載器を搭載し、作業状況をリア

ルタイムに把握・管理するとともに、これ

まで国、県、市が別々に管理していた除排

雪情報を一つのシステムで一元管理するも

のである。このことにより、除排雪作業の

効率化が図られるとともに、市民へ除排雪

完了状況を即時に提供することが可能とな

り、積雪期における交通の円滑化及び積

雪・凍結による交通事故防止に寄与してい

る。 




